
企業訪問レポート 

 
受託者名：                                

雇用管理アドバイザー氏名：                     

企業名   代表者名   

所在地   設立年（西暦）   

業種   資本金               （単位：千万円） 

従業員数 

総数 

※雇用関係にある人数 
 

うち常用労働者数  
うち正社員数 

       人        人        人 

常用労働者 

の採用数 

（過去 3 年） 

平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

       人        人        人 

常用労働者の 
平均勤続年数 

○．○年 
常用労働者の 

平均年齢 
○．○歳 

支援期間 月  日 ～   月  日 相談回数 計 ○回 

 
二．雇用管理制度導入支援の内容・経過        

１．既に企業が取り組んでいる雇用管理制度        

（１）評価・処遇制度関係 

       … 

（２）研修体系制度関係 

… 

（３）健康づくり制度関係            

… 

 （４）休暇・労働時間制度関係 

     … 

 （５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係       

       … 

 （６）福利厚生関係         

 … 

 

２．事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について    

（１）事業主の意識 

 

 

 

（２）従業員の意識 

 

 

 

 

３．対象企業が抱える雇用管理上の課題 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．対象企業に提案した雇用管理制度 

（１）制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）導入支援のポイント（提案理由、工夫など） 

 

 

 

  

 

（３）特記事項（支援の際に障害となった事情・課題。それをどのように解決したか など） 

 

 

 

 

 

５．導入支援の経過、結果 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況 

 

 

 

（２）助成金活用状況 

・助成金名称（職場定着支援助成金、建設労働者確保育成助成金など） 

  

 

・申請状況（計画届提出済みなど） 

 

 

 

６．対象企業の今後の取組計画、課題 

 

 

 

７．事業主からの感想（事業主や従業員の意識の変化など） 

 

 

 

８．雇用管理アドバイザーの感想 

 

 

 

９．その他、他の事業主が雇用管理上の課題に取り組む上で参考となると考えられる事項があれば。 

 

 

 

 

10．その他、添付資料（企業案内、提案制度概要等を添付）など 

 

 



別紙４ 

危険負担表（啓発実践コース） 

 

 

種類 内容 負担者 

労 働

局 

受 託

者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

法令等の変

更 

労災保険法・施行規則の大幅な変更 ○  

①労災保険法・施行規則の小幅な変更 

②関係通達の変更 

 ○ 

税制度の変

更 

業務の遂行を妨げる税制度の大幅な変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治的理由

による事業

の変更 

政治、行政的理由から、業務の継続に支障が生じた場合、又は業

務内容の大幅な変更を余儀なくされた場合の経費 

○  

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動そ

の他国の責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象）

に伴う、施設、設備の修復による経費の増加及び事業の履行不能 

○ ○ 

書類の誤り 仕様書等国が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

受託者が提出した書類の誤りによるもの  ○ 

資金調達 経費の支払遅延（国→受託者）によって生じたもの ○  

経費の支払遅延（受託者→第三者）によって生じたもの  ○ 

第三者への

賠償 

受託者として注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合  ○ 

情報漏洩等 受託者として注意義務を怠ったことによる情報漏洩及び犯罪発生  ○ 

事業終了時

の費用 

業務委託期間が終了した場合又は期間途中における業務を廃止し

た場合における受託者の撤収費用 

 ○ 

国の都合により期間途中に業務を終了（中止を含む）した場合で

あって、期間途中に業務を終了しなければ発生しなかった経費 

○  

上記以外の

もの 

  事案による 


